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利子等に係る控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額に関する明細  

国 名 1      

税 種 目 2      

納 付 確 定 日 又 は 納 付 日 3 平  ・  ・ 平  ・  ・ 平  ・  ・ 平  ・  ・ 平  ・  ・ 

法 

人 

税 

額 

納 

付 

外 

国 

課 税 標 準 （ 収 入 金 額 ） 4      

税    率（％） 5      

税       額 
(4) × (5) 

6      

外
国
法
人
税
額 

納
付
し
た
と
み
な
さ
れ
る 

み な し納付の基礎となる条約
及び相手国の法令の根拠規定 

7      

上記(7)の規定の適用がない 
ものとした場合の外国法人税額 

(4) × 税率 

8 

(     ％) (     ％) (     ％) (     ％) (     ％) 

み な し 納 付 外 国 法 人 税 額 
(8) － (6) 

9      

個 

別 

控 

除 

対 

象 

外 

国 

法 

人 

税 

額 

控 

除 

対 

象 

外 

国 

法 

人 

税 

額 

又 

は 

外 国 法 人 税 額 の 合 計 

(6) ＋ (9) 
10      

控除対象外国法人税額又は 
個別控除対象外国法人税額 
((4)×(10％又は15％)と( )10 のう
ち少ない金額） 

11      

(6) と ( )11 のうち少ない金額 12 
(     円) (     円) (     円) (     円) (     円) 

( )11  － ( )12  13 
(     円) (     円) (     円) (     円) (     円) 

納付した控除対象外国法人税額 
又は個別控除対象外国法人税額 

（( )12 欄の合計） 
14  

円 

納付したとみなされる控除対象 
外国法人税額又は個別控除対象 
外国法人税額ああああああああ 

（( )13 欄の合計） 

15  

 

 利子等に係る控除対象外国法人税額又は個別控
除対象外国法人税額等に関する明細書 

 
事業年度 
又は連結 
事業年度 

・  ・ 

・  ・ 
法人名 

（ ） 
 

所     得     率     の     計     算  

事業年度又は 
 
 

連結事業年度 

所得金額仮計
又 は 個 別 
所得金額仮計 

(別表四｢22の①｣
又は別表四の二 
付表｢31の①｣) 

受取配当等の 
益金不算入額 
又は受取配当等 
の益金不算入額 
の個別帰属額 

(別表八( )一｢13｣
若しくは｢26｣又
は別表八の二付
表｢1｣) 

外国子会社等 
から受ける 
剰 余 金 の 
配 当 等 の 
益金不算入額 

(別表八( )二 ｢26｣
＋別表十七(三の
四)｢27の計｣) 

外国子会社 
から受ける 
剰 余 金 の 
配当等の額 
に係る外国 
源泉税等の 
損金不算入額 

被合併法人等の 

最終の事業年度 

の欠損金の 

損金算入額 

控除所得税額 
又 は 控 除 
所得税額の 
個別帰属額 

( 別表六( )一
｢13｣又は別表
六の二( )一 付
表｢31｣) 

損 金 算 入 

外国法人税額 

又は損金算入 

外国法人税額 

の個別帰属額 

調整所得金額 
又 は 調 整 
個別所得金額 

( )16 ＋( )17 ＋( )18
－ ( )19 ＋ ( )20 ＋
( )21 ＋( )22 (マイ
ナスの場合は０) 

総収入金額等 

16 17 18 19 20 21 22 23 24 

・ ・
・ ・ 

円 円 円 円 円 円 円 円 円 

・ ・
・ ・   

  
     

・ ・
・ ・   

  
     

・ ・
・ ・   

  
     

・ ・
・ ・   

  
     

当 期 分   
  

     

計   
  

     

所 得 率 
(23の計)/(24の計) 

25  

％ 

 



 

 

別表六（五）の記載の仕方 

 
１ この明細書は、令第142条の２第２項各号((((外国税額

控除の対象とならない外国法人税の額))))に規定する内

国法人が、法第69条第１項から第３項まで((((外国税額

の控除))))の規定の適用を受ける場合（令第155条の27

第２項各号((((外国税額控除の対象とならない外国法人

税の額))))に規定する連結法人が法第81条の15第１項か

ら第３項まで((((連結事業年度における外国税額の控除

))))の規定の適用を受ける場合及び令第195条第２項各

号((((外国税額控除の対象とならない外国法人税の額))))

に規定する外国法人が法第144条の２第１項から第３

項まで((((外国法人に係る外国税額の控除))))の規定の適

用を受ける場合を含みます。）又は租税条約に定める

ところによりこれらの規定の適用を受ける場合で、当

期において納付した令第142条の２第２項、第155条の

27第２項又は第195条第２項に規定する利子等に係る

外国法人税（令第142条の２第２項に規定する外国法人

税をいいます。以下同じ。）の額及び当該外国法人税

とみなされたものの額について記載します。 

 ただし、平成21年４月１日以後に開始する事業年度

又は連結事業年度において納付することとなる令第

142条の２第５項に定める取引に基因して生じた所得

に対して課される外国法人税の額については、記載し

ません。この場合、控除対象外国法人税額若しくは個

別控除対象外国法人税額が課されたことを証する書類

その他規則第29条の３第１項各号若しくは第37条の６

第１項各号((((外国税額控除を受けるための書類))))に定

める書類又は租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関す

る省令第10条((((みなし外国税額の控除の申告手続等))))

に定めるみなし外国税額控除の適用を受けることがで

きる旨を証する書類を基礎として記載します。 

 なお、連結法人については、適用を受ける各連結法

人ごとにこの明細書を作成し、その連結法人の法人名

を「法人名」の括弧の中に記載してください。 

（注）令第142条の２第２項第１号から第３号までに掲

げる事業以外の事業を主として営む内国法人で同

項第４号括弧内に規定する割合が20％未満である

法人（令第155条の27第２項第１号から第３号まで

に掲げる事業以外の事業を主として営む連結法人

で同項第４号括弧内に規定する割合が20％未満で

ある連結法人及び令第195条第２項第１号から第

３号までに掲げる事業以外の事業を主として営む

外国法人で同項第４号括弧内に規定する割合が

20％未満である外国法人を含みます。）の利子等

に係る外国法人税額については、この明細書では

なく、別表六（四）により控除対象外国法人税額

又は個別控除対象外国法人税額の計算をします。 

２ 既に課された利子等に係る外国法人税の額で当期に

おいて増額又は減額されたものがある場合には、控除

対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額の再

計算に係る明細を別紙に記載し、増額又は減額された

こととなる控除対象外国法人税額又は個別控除対象外

国法人税額を「納付した控除対象外国法人税額又は個

別控除対象外国法人税額14」又は「納付したとみなさ

れる控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人

税額15」の各欄の金額に含めて記載してください。 

３ 各欄中金額を記載するものにあっては、「12」及び

「13」の各欄の括弧書並びに「14」から「24」までの

各欄を除き、その外国法人税を課す国又は地域におけ

る通貨表示の金額により記載します。この場合、その

通貨の単位を表示してください。 

４ 「課税標準（収入金額）４」には、その外国法人税

を課す国又は地域において課税標準とされた金額を記

載します。 

５ 「納付外国法人税額」の各欄は、当期において納付

すべきことが確定した利子等に係る外国法人税額につ

いて記載します。 

６ 「納付したとみなされる外国法人税額」の各欄は、

租税条約において定めるところにより、当期において

納付したとみなされる外国法人税額を計算する場合に

記載します。 

７ 「控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人

税額11」は、「所得率25」の割合が10％以下である場

合には「又は15％」を消し、その割合が10％を超え20％

以下である場合には「10％又は」を消し、その割合が

20％を超える場合には「(4)×（10％又は15％）と」及

び「うち少ない」を消して記載します。 

８ 「(6)と( )11 のうち少ない金額12」及び「( )11 －( )12 13」

の括弧内には、その本書の金額の円換算額を記載しま

す。 

９ 「所得率の計算」の「事業年度又は連結事業年度」

の各欄は、当期及び前２年以内の各事業年度（連結事

業年度に該当するものがある場合は、当該各連結事業

年度を含みます。以下同じ。）について当期に最も近

い事業年度の分を最下欄に記載し、順に古い事業年度

を上欄に記載していきます。 

10 「外国子会社から受ける剰余金の配当等の額に係る

外国源泉税等の損金不算入額19」は、法第39条の２((((外

国子会社から受ける配当等に係る外国源泉税等の損金

不算入))))又は第81条の３第１項（法第39条の２の規定

により同項に規定する個別損金額を計算する場合に限

ります。）((((個別益金額又は個別損金額の益金又は損

金算入))))の規定の適用を受ける法第39条の２に規定す

る外国源泉税等の額を記載します。 

11 「被合併法人等の最終の事業年度の欠損金の損金算

入額20」は、次により記載します。 

(1) 連結事業年度以外の各事業年度にあっては、令第

112条第20項((((被合併法人等の最終の事業年度の欠

損金の損金算入))))の規定の適用を受ける場合におい

て、同項の規定により損金の額に算入する金額を記

載します。 

(2) 各連結事業年度にあっては、その連結法人に係る

別表四の二付表の「７の①」の金額を記載します。 

12 「総収入金額等24」には、令第142条の２第２項各号、

第155条の27第２項各号又は第195条第２項各号に定め

る金額を記載します。この場合、その金額の計算に関

する明細を別紙に記載して添付してください。

 


